電子メールの公開についての対応方針

	公開請求の対象とするメールの範囲


　○　電子メールは、個人間の通信手段、私信の側面があり、公開によって自由闊達なコミュニケーションに影響を及ぼし、府政運営に支障をきたすことも考えられる。
○　一方で、府政に関するやり取りである以上、「公信」の側面もあり、重要な意思形成のプロセスに対する府民の公開要請度は高い。
　○　双方のバランスと、府政の透明化を推進する観点から、個人的なやり取りに留まるメール以外はすべて、行政文書の範囲を広く捉えて公開請求の対象とする。
　○　なお、対象としないメールにも重要な情報が含まれていることがあるので、別途検討をすすめている意思形成プロセスの透明化の仕組みづくり（「究極の情報公開」）の中で実質的に明らかにできるよう取り組む。

	対 象 と す る
	組織共用の実質を備えた状態で管理されている電子メール


	◇１対１メール

　・公用PCの共有フォルダで管理

　・プリントアウトしたものを当事者以外の職員が管理

◇１対１メールの内容が転送先の公用PCで管理

◇１対多数のメール（同報メール、CC、BCC）

	し   な   い
	１対１の送受信に留まるもの


	◇１対１メール

・当事者が公用PCのマイドキュメント、メールボックスで管理

　・プリントアウトしたものを当事者が管理

	
	府の機関が管理していないもの


	◇私用PCで管理



<大阪府情報公開条例の規定>

・何人も、実施機関に対して、行政文書の公開を請求することができる（第６条）。

　・行政文書の定め
実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書・・・電磁的記録であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が管理しているもの（第２条第１項）。

個人メモ、個人用の控えなど、未だ組織的な検討に付されていないものは
行政文書には当たらない。


· メールの管理の現状と問題点

○　電子メールの記録は、一時的かつ補助的な用途に用いるものであり、各々の職員が保存期間を定めず、任意に削除している。

　


・メールの存在確認の作業に相当の日時を要する
・知事の指示等重要な意思形成プロセスを知る機会を減じる場合がある

管理方法について一定のルール化
<行政文書の管理規定>

	保存期間
	◇文書管理者は、別表に定める基準に従い、行政文書の保存期間を定める。

（行政文書管理規則第17条）
	◇一時的かつ補助的な用途に用いるものについては、保存期間を定めないことができる。

（行政文書管理規則第17条）

	管理
	◇行政文書管理システムに登録しなければならない。

（行政文書管理規程第23条）
	◇docフォルダに登録するなど適切な方法で保管するものとする。

（法務課長通知規程第23条）

	廃棄
	◇文書管理者は、・・当該保存期間が満了するときは、あらかじめ廃棄の決定をしなければならない。

（行政文書管理規則第18条）
	◇文書管理者は、・・保管期間の経過後、速やかに処分しなければならない。

（行政文書管理規則第18条）


· 府民の関心が高い知事メールを一括管理する専用フォルダを設置する
（１月２０日予定）
○　知事と副知事・部局長間の組織共用メールをフォルダに登録し、６ヵ月間保管する

○　フォルダへの登録作業を庁内でルール化する　

　　■知　事　

　　

　　　　　　　　　　　　　　　




■副知事・部局長




[組織共用メールの例]


　







　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　・・・









· 府が合理的に対象を特定できるよう、請求者に「行政文書を特定するに足りる事項」（条例第７条第１項第２号）の明確化をお願いする。

　　

　　　　
· 公開・非公開の決定にあたっては、非公開情報の定め（条例第８条、９条）を勘案して判断する。
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（特定するに足りる事項の例）　


・期間（H20.10.1～H20.10.31）


　・事業の名称（「○○事業に関するもの」、「○○会議の打ち合わせに関するもの」）


　・送受信者（知事と○○部長とのメール）


・送受信の別（送信、受信）





（非公開に該当する情報の例）


・個人情報：私用パソコン等のメールアドレス、個人の住所や電話番号等


・法人等情報：法人等の未発表の事業計画や公表していない取引情報等


・意思形成支障情報：検討が十分でない事業アイデア等


・事務執行支障情報：公開すると今後同種の意見を得られなくなる情報等





知事メールに関する管理ルールの統一








